
市場 経済 へ の アプ ローチ

は しがき

r総合的地域研究』第3号 「地域発展の固有論理」の 「編集後記」に、筆者は以下のように

書 き記 している。

本号の編集中に、r講 座現代の地域研究第4巻 地域研究 と 「発展」の論理』を読むこ

とがで きた。一読 してみて、本当に強 い知的刺激を受 けた。編者 の矢野氏が 「あ とが

き」の中で 「近代経済学者が参加 しなか った ことで」発展 という問題 に関 して、 「地域

研究の立場か ら精一杯の問題提起」を試みることができた、と書 き記 されている事実に

端的に示されている通 り、 「知性主義的な冷静 さ」で書かれた本書は、経済学者の発展

論 に対するするどい問題提起となって いる。ところで、 ここで経済学徒 として是非 とも

強調 しておかねばならない点は、 「楽天的な」発展観が正統的になるのは、アメリカと

いう特殊な知的風土で形成 されてきた新古典学派のように市場メカニズムの持つ 自己調

整力への強い信仰が、前提 とされる場合だけであるという事実であ る。経験主義的知性

を重視するイギ リスの風土で育 ってきた市場経済論の中には、多分 こういう極端な楽天

主義的発展観を何のため らい もな く正統化するよ うな市場経済論 は存在 していないとい

えそ うである。本号の拙論 「商人論」 は、筆者の意図としては、このような市場経済論

の存在を強調 しようとしたものである。いずれにせよ、地域研究 と経済学 との関係を一

度本格的に論 じてみることが必要であることだけは間違いなさそうである。

本講は、以上のような編集後記での記述を踏まえて、地域研究 と経済学 との関係についての

筆者な りの思考を展開させてみようと試みるものであ る。

1.研 究 課題 の背景

現代 世界 の経済 潮流

現在アジア諸国は、間違 いな く冷戦後の世界を覆いっ くそうとしている市場経済とい う普遍

論理を共有 しようと しは じめている。中国 ・ベ トナムは1980年 代中葉以降、国家の全面的設計

主義体制であ った社会主義 を放棄 して、豊か さを求めた人々の経済活動の自由を保証する方向

へと国内経済運営様式を急速に変更させている。また、 イン ドを代表とする非社会主義的発展

途上国も、これまた1980年 代中葉以降、建国以来の経済ナショナ リズムの下で、国家が強 く民

1



間経済主体の活動を規制 していた国内経済運営様式を民間企業の活動の自由をより大幅に認め

る方向へ と規制の緩和を実施 している。市場経済への移行であれ、構造調整政策であれ、その

基本的方向は、財産の私的所有権のより明確な確立 と人々に対 しての 自らの労働力利用の 自由

の保証とい う市場経済本来の原則の採用である。ア ジア諸国は、国内経済の活性化にとって不

可欠 と認識されている多国籍企業の積極的誘致をあ ぐって、相互に競争 しあ う関係にな ってお

り、この競争圧力の もとで国境は、モノ ・カネの流れに関 して、以前発揮 していたような強い

内外区分の力をほぼ完全に喪失させて しまっているようである。

現在、市場経済 という論理 は、効率的な資源配分を達成す る能力と経済成長を誘発 させ る能

力との点で優れているという手段的価値 instrumental value の 点 で 、 rat`]j~

てい るだけでな く、それが個 々人に自由 とい う権利 ・機会を保証す るという内在的価値

trinsic value の点で もこれに勝 るものがない、 とみ な さ れ て い る。

in-

　我々の研究班は、普遍論理が世界的規模で支配的にな っていることが、誰の目にも明 らかに

なった こういう時代に、地域発展の固有論理 をさぐってみようとい う無謀 ともいえ るほど、困

難な問題を研究課題と して設定 して しまったようである。知的取 り組みが困難であるほど、そ

れへの挑戦が より深 く重要な意味を持 って くるとはいえそうであるが、正直なところ、 この研

究課題 は近代合理主義 ・普遍論理 を前提 と している点で、　 「地域研究への疎遠性を内在す る

ディシプ リン」のチャンピオンともいえる経済学を専攻 して いる筆者にとっては、自らの専門

分野を相対化 させ る作業を踏 まえないとそれへの取 り組みの方法す ら想像できないとい う意味

で、大層荷の重い課題 ともなっているのである。

　 ところで、我々の研究課題 には 「固有論理」とい ういわば強烈な概念 ・用語が含まれている。

筆者 もここ1ヶ 年半の間、 この言葉の喚起す る強い知的刺激の中で考え続けてきたが、最近 に

な って以後、我々の研究課題をやや緩やかに 「経済発展の地域性」を明 らかにするといった形

で捉え直 してみようと考えはじめている。

　まず市場経済の発達 という流れは、後でふれるように、その内容の理解の仕方に関 しては、

未だかな り困難な理論的問題点が残 されてはいるが、どの 「地域」の経済史の流れにおいて も、

かなり共通 して見 られることは確かなようである。この限 りで市場経済の発達とは、かな り強

力な 「普遍論理」と もいえるもの とな って くる。 こういう状況の中で 「普遍論理」対 「固有論

理」というダイコ トミーを強調するときには、それが 「市場経済」対 「反市場経済」という別

のダイコ トミーに変質 して しまう危険性が大 きい。そ して、より重要な ことは、 こういうダイ

コ トミーの知の構図の もとでは、市場経済の発達その ものに見 られ るあ る地域の個性 といった
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ものを把握することが困難 になって しまうという危険性が強いという事態である。筆者は市場

経済 という一見すると、 「普遍論理」に見える変化に対 して も、地域によってそれぞれの個性

が見 られているという事実 を強 く意識 してお り、 この個性を解明 していくことこそが 「地域発

展の固有論理」を探 り出す ことになると考えているわけである。そこで、生活世界の組織原理

といった 「地域の基底で慣性的な特性」と しての 「固有」性 ・ 「固有」論理という概念で はな

く、 「変動 に対応す る現代的 ・同時代的特性」としての 「地域性」(立 本成文 「たたなわる海

域世界」r地 域研究のフロンティア』)と いう概念を援用 して、我々の研究課題を市場経済の

発達 という変動 ・変化に関 して、見 られ る地域の個性 という意味での 「経済発展の地域性」の

解明と表現 し直 しておきたい。

普遍 思考 の経済理 論

何はともあれ、現代世界の経済学界の中で、支配的見解にな っている普遍論理を少 し復習 し

てお こう。

ある地域、ない し国民経済の発展に関 して、常 に資本主義的世界経済を分析単位と しなけれ

ばならないとす るウォーラスタインの世界 システム論 は、 この普遍論理の典型的学説である。

彼 はスター リン型の一国社会主義論 もまたロス トウ流の発展段階論 も、いずれ もある狭 く切 り

とられた領域内だけで、経済発展が可能だ とす る幻想に立脚 しているがために有効ではないと

主張 しているが、このことは彼が世界 システム という普遍論理以外に発展を引 き起こす力は存

在 していないと考えていることを明 らかにして くれている。さらに、各国民経済 は自らが世界

経済の中で持っ動か しがたい与件といえる比較優位を最大限活用 しうるよ うな開放的貿易 ・経

済政策を採用する以外には、有効な経済発展戦略を形成 しえないと強調 している新古典派経済

学が、 もうひとっの代表的学説であることは改めて指摘するまで もなかろ う。

世界 システム論が中心 と周辺 という搾取構造の継続的再生産 を強調す るのに対 して、新古典

学派が予定調和的に各国所得水準の均等化を予想す るといった点で、その帰結 に関 しては、対

立 した読み方を して いるが、 ここで決 して見落 としてはな らない重要な事実は、 この両学説が

ともに、世界的規模で市場メカニズムが発揮 しうる普遍的な力を強調 している点で、全 く同質

の経済理論となっているという事実である。そ して、マルクス流の階級であれ、ワルラス流の

合理的個人であれ、 ヨーロッパ近代 という歴史的文脈を前提と して、概念化 ・抽出された経済

の構成単位の捉え方がそのまま時代 も地域もヨーロッパ近代とは異なるどの社会の経済やその

発展の解明にとって も有効であると想定 されていることは間違いない。この点で、世界 システ
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ム論 ・新古典派経済学いずれ も普遍論理その ものであることは確かであり、マル クス派 ・新古

典派を問わず、経済学が 「地域研究 とは疎遠な」ディシプ リンであ るとす る意見はやはり否定

しがたいよ うである。

世界システム論と新古典派という一見す ると、全 く異質 に見える両学派 は、実は市場の自律

的調整力を聞違 いない事実として前提にしているという点で同質の経済理論とな っている。マ

ルクスであれ、 ワルラスであれ、その準拠する古典は異なるもののそれ らの系譜の中で、作 り

上げられて きたこれ らいずれの正統的経済理論 も、市場の 自律的調整力を核の前提と している

がゆえに何のため らい もな く普遍論理を主張 しているのである。

ところで、このような普遍経済理論に依存 している限 り、発展の地域性 といった ものを見つ

けることは不可能 となって しまおう。そ もそ も発展の地域性を語 ることす ら、 ほとんど意味を

持たないことになって しまうであろう。地域性を語ろうとす る限り、どうして も普遍論理の経

済理論を相対化させることが必要 となって くるが、幸いな ことに市場経済理論の最新の学説の

展開の中に、その手がかりがあ りそうなのである。市場経済理論のこの新 しい考え方は、合理

的個人で はあって も市場経済活動にとって、必要 となる情報を収集す ることが困難であるとい

う事実を重要視 して、市場 とは常に不完全な経済制度であ り、また市場経済の展開にとっては、

そういう情報の収集 ・提供に専門化す る仲介機関や中間組織が必要不可欠 とな って くるという

事態を強調す る方向へ と、市場を読み解 く認識パ ラダイムを転換 させている。 このポス ト・マ

ルクス=ワ ル ラス的市場経 済論

nomics

(J. Stiglitz,
" J

ournal of Economic Perspective)

Post -Walrasian and Post - Marxian Eco-

は、市場 には自律的調整力が完備 されて いる

という命題が、決 して 自明のもの として正 しい訳ではない ことを証明 して くれていると同時に、

市場機構の持っ限界をより説得的に明 らかに して くれているのである。筆者 は、 この新 しい市

場経済論 こそが経済理論の枠の中で、普遍論理 を相対化 させて くれ る重要な手がかりとな って

いるのではないかと現在大 きく期待 しているところである。

皿.地 域研究者か らの経済発展論批判

「楽天 」的発展 観 を持 つ経済 発展論

　経済発展 と通称されている普遍論理や普遍的価値観といった ものの浸透が、世界の多様な地

域にもた らす多 くの問題点に、注 目す る多 くの地域研究者が こういう現代史の潮流の中で、

「固有発展法則」、ないし 「土着的発展法則」を正 しく読みとることの必要性を強調 している
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ことは、それなりに筆者に も了解 しうるところである。 また、決 して政策科学であってはなら

ないとされている地域研究 に関 しても、 「地域研究が多少 とも実用的貢献の可能性があ るとす

れば、発展の問題 にっいて柔軟な視座 を用意す ることであるといえよう」といった発言が、意

味 して いることも、 これ また筆者には充分に了解可能である(矢 野暢 「地域研究 とは何か」

r地域研究の手法』)。

経済学の問題と して、これ ら地域研究者の経済発展論批判を考えてみるとき、筆者には経済

発展論を構想 している経済学者の側に も、やはり大きな問題があると考えている。それは、現

代最 も支配的となっているアメリカ経済学界主導の新古典学派経済発展論には、意味ある経験

科学と して、あるいは長 い時間の経過の中での経済生活の変化を解きあかす経済史的命題 とし

て、有効な市場経済論が欠落 しているという問題である。地域研究者か らの最近の経済発展論

批判を聞いたとき、筆者の頭 に浮かんだのは、 クリフォー ド・ギアツの以下の言葉であった。

r行商人 と王子』の序章にギアツは、経済発展論における数量的分析 アプローチに関 して、

次のように書 き記 している。

東南アジア諸国の経済発展を研究す るとき、経済学者はほとんどの場合、 「(経 済学

の既存の作法にの っとって)技 術的に定義 された(国 全体 とい うレベルにまで)集 計 さ

れた諸経済変数の間に見 られる諸関係が(こ れまた集計量 として数量的に表 され る)経

済成長にどう関わって いるかにっいて、(研 究対象社会の歴史的 ・文化的個性にとらわ

れることな く)一 般的に言及する」だけで満足 して しまっている。

ギアツが こう書 くときに彼の頭にあ ったもの は、い うまで もな く、ハロ ッドー ドーマー ・モ

デルの機械的適用 としての経済発展論であった。ギアツは、 「外国にいるイギ リス人が ロンド

ンにいるときよりもイギ リス人的になるのと同 じように、経済学者はマサチューセ ッツ工科大

学 にいるときよりも、第三世界にいるときの方がより数量分析志向に(エ コノメ トリカルに)

なっている」と、r文 化の解釈学』におさめた一論文の中で皮肉たっぷ りに書いている。ギア

ツ自身がイン ドネ シア研究を、経済学者ベ ンジャ ミン ・ヒギ ンズが主査で あったマサチ ュー

セッツ工科大学のイ ンドネ シア研究プロジェク トに参加す ることを通 じては じめている事実を

踏まえてみるとき、ギアツの発言は非常に興味深いものになって くる。1960年 前後か ら急速に

盛んになってきたアメ リカを中心 と した東南アジア研究の中に、経済学者がハロ ッ ド=ド ー

マー ・モデルの各国への適用 という形で参画 していた ことを思 い起 こす と、ギァツの文章は今
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の我々にとって も非常 に示唆的、かっ刺激的な ものである。

詳細な説明をす るまで もな く、ギアツは、経済学者の採用 している集計的数量 による分析は、

対象社会の歴史 ・文化 ・社会構造 に関する理解を欠いているために、経済発展を社会的 ・文化

的変化 との関連で捉えることができないアプローチであると批判 して いるわけである。ギアツ

は、経済発展 という現象を歴史 ・文化等と関連づ けて、より有効に分析するためには、自らが

行 っているような人類学的アプローチが不可欠で ある、と主張 している。人類学者は集中的、

かっ直接的な参加調査 によって、経済学者が安易 にその認識の単位に しがちな国全体 といった

レベルに比べると、相当に小 さな社会単位を、徴視的ではあるが詳細 に観察 ・分析す る。種々

の条件が異なっていそうな社会単位をい くっか選んで このような観察を行い、その結果の比較

を通 じて、経済発展に深い関わ りのありそうな文化的 ・社会的諸要因の中で、現実的にどれが

最 も関連があるのかを識別する、 という研究以外 に経済発展を文化 ・社会に有効 に関連づける

方法 はないと彼は考えていたようであ る。

市 場経済 論 の2つ の 潮流

ギアツは、経済学者が自らがその経済学を習得 したアメリカとい う風土 とは、全 く異質の社

会を持つ 「発展途上国」にいった とき、その対象国 ・地域の個性ある経済社会の特徴 といった

ことには全 く目を くれず、ひたす ら自らが得意とする経済分析だけに専念す る事態を こうやっ

て強 く批判 しているのである。端的にいって、経済学者が国民所得統計といった国際的約束に

よって人為的に作 られた経済統計だけに注目 し、その数量的パフォーマ ンスの観察という会計

学に しか興味を示 さない傾向を批判 し、かっその ような会計学的観察の結果得 られる数量的基

準だけで対象国の経済の成長、ないし発展の質と方向とをいわば無批判的に判断 して しまう知

的怠慢 さを強 く論難 して いたのである。 さらに、開発経済学者のパ イオニアのひとりである

ハーシュマ ンです ら、1980年 代に入 って、多 くのエコノミス トが発展途上国の経済研究におい

て 「その国 ・地域経済の実態的把握といった最重要の知的作業に割 く自らの時間を極力最小限

に して、アメ リカの新古典派主導の学界で認め られる経済理論に忠実に論文を書 き上げること

に使 う時間をなるべ く多 くとろうとす る」 という 「客員エコノミス ト・シン ドローム」に陥 っ

ていると書かざるをえないような状態が顕在化 していたことは、ほぼ間違いないところであろ

7つ (A. Hirschman, "The Rise and

passing)

Decline of Development Economics

。矢野氏が現在開発経済学者の間で支配的な経済発展論を

" Essays in Trea -

      --    i,ta 7 eJ

と性格づけた上で、　 「一見通 りのいいこの学問の文脈 こそが、今最 も知的に吟味 される必要が
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ある」として、批判す るその語 り口(矢 野暢r地 域研究 と 「発展」の論理』)は 、ギ ァッや

ハーシュマ ンの批判 と非常に似たものとなって いることは確かである。

ここで経済学を学ぶ筆者としては、会計学それ自体がその本質において、悪い ものではない

という留保条件をつけた上で、ギアツや矢野氏 という 「地域研究者」の経済発展論批判がやは

りそれなりの論理的正統性を持っ ことを素直に首肯 しておきたい。会計学に専念 しているかに

見える経済学者の多 くは、自らが作 り上げる会計システムその ものが、人々の生活の質やその

水準を測定するに際 して、どういう欠陥を持っかを多分一番よ く知 っており、その改善への努

力を続けて いる。例えば、会計学の基礎 ともいえ る産業関連分析の創設者 ワ リシー ・レオ ン

ティエフがその研究生活の後半を経済活動が もたらす環境への負のインパ ク トをどう会計学の

中に取 り込むか とい う課題にささげたことは、経済学を学ぶ ものな ら誰で も知っている事実で

あろう。また、生活水準の国際比較に真剣に取 り組んでいる幾人かの統計学者は、単なるその

時々の貿易財 と資本との取引で決め られる為替 レー トでの換算ではな くて、人々の生活水準に

重要な関わ りを持っ非貿易財までも含めて、本当に意味ある生活水準の国際比較のために必要

とされ る基準 としての購買力平価の推計 と導出とに、多大の努力を傾けてきていることも、 こ

れまた経済学を学ぶ ものなら誰で も知 っている事実であろ う。 もちろん こういう会計学面での

試行が未だ多 くの欠陥を持 っていることはまぎれ もない事実であるが、地域研究者が経済学者

の中にあるこういう良質の知的努力に言及することな く、あまりに性急に経済学者が会計学 し

かや らないと批判す るとき、それは大層不幸なことといわねばな らないであろう。

筆者は、以上のような留保条件をっけた上で も、やはり地域研究者の経済発展論批判はそれ

なりの論理的正統性を持っと考えている。そのポイン トは、ギアツが批判 したハロッ ド箒 ドー

マー ・タイプの経済成長モデルや、固定係数生産関数 と不足す る生産要素は資本だけというそ

の限定的仮定をより 「普遍的」方向で改善 したとされる新古典学派の経済成長論が、結局のと

ころ、本当に有意味な形での市場経済に関する議論を提出 していないと考えているか らである。

特にこの欠点は、失業の存在 とい う労働市場での機能障害を認めたケイ ンズ経済学の 「思考」

の中で発展させ られたハ ロッドの経済成長モデルの場合よりは、それをより 「一般化」 した新

古典学派の経済成長モデルの場合に決定的であるといわねばなるまい。 この経済成長モデルに

おいては、財 ・要素全ての市場に関 して、完全競争的市場が存在するという大層メカニ カルな

仮定がさりげなく設定 され るだけで、それ以上によ り深 あた市場経済に関す る思考が展開され

ていないのである。先程ハーシュマ ンが多 くの新古典派エコノミス トが 「客員エ コノミス ト・

シンドローム」に陥 っていると批判 したことにふれたが、新古典派の経済学者が 「対象社会の
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経済の実態にふれ る時間をできる限 り少な くして」論文が書けるのは実は、いつでもまたどこ

で も、政府の愚劣な政策介入さえなければ、財 ・要素を問わず、少な くとも潜在的には、市場

はほぼ完全なもの として存在 しているとする先験的命題が疑 う必要 もない前提 とされているか

らであ る。

経済学者のこういう知的態度がいつの間にか世界の経済学界の中で、主流 とな って しまった

のは、 ここ半世紀の経済学の主流が、その建国の時点から個人間契約の 自由を保証す る理念と

しての憲法が当然の前提 となっているアメ リカの社会的文脈の中で、発達を見せて きたからで

あるといってよいであろう。現在経済学界の中で最 も正統的な新古典学派の経済理論 とは、ま

さにアメ リカとい う特殊な社会的文脈の中で形成されてきた市場経済論にすぎないのであ る。

意外 なことに、現在、最 も有力なこの新古典派の市場経済理論 は、市場経済の効率性を説 く

には優れていても、市場経済の発達 という動態過程を的確に理解するには、あまり有効な理論

とはな って いないのである。新古典学派の経済理論は、第1に 産業化の推進力であるダイナ

ミックな要素(技 術革新 ・労働や経営の誘因)を 切 り捨てた分析であ り、また第2に 理想化 さ

れた市場だ けを取 り上 げて、それ以外のさまざまな経済主体間の調整 メカニズムを切 り捨てた

分析で しかない(村 上泰亮r反 古典の政治経済学要綱:来 世紀のための覚書』)。 新古典派理

論の下では、どこで も潜在的には市場が普遍的に存在すると仮定 されているだけなのである。

新古典派経済理論の最 も基本的な欠陥は、まさにこの点に存在 しているといってよい。

しか し、我 々が利用 しうる市場経済論 は、アメ リカ流の新古典派の ものだけではない。法の

形成においても個 々の判例を積み重ねることを通 じて、 自成的に慣習法 として法体系を形成さ

せてきたという経験主義的風土を持っイギ リスにおいては、各財 ・要素の市場 を機械的に単に

横ならびに同等の もの として取 り扱 うアメリカの新古典派の市場経済論 とはその基本の発想に

おいて、大いに差異のある市場経済論が形成されている。 アメ リカの新古典派を基本的には支

えた初期の理論的業績でノーベル経済学賞 を授賞 してお きなが ら、その授賞の言葉で 「自らが

今そこか ら抜 け出 して きた仕事 に対 して栄誉を与え られたことにっいては、複雑な心境にあ

る」と正直に語 っているジョン ・ピックスの市場経済論は、ス トックとフローとの矛盾や財 ・

要素による市場の組織化の差異に注目 してお り、まさにこのイギ リスの経験主義的風土で育 っ

た市場経済論の典型 といえる。以後本講義 シリーズ全体を通 じて、頻繁に言及 ・引用す ること

になるr経 済史の理論』を代表 としてその遺作r貨 幣の市場理論』までの後期 ピックスの諸作

品には、市場経済の発達を読みとく重要な概念 ・論点が実に多様に散 りばめ られている。市場

経済の発達を理解するためには、これらイギ リスの経済学者の諸作品を本格的に再検討 してみ
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ることが必要 となっていることは間違いない。

さらに、市場経済化への社会の適応 という問題を考えるに際 しては、イン ド出身の理論経済

学者の諸作品が大層重要な手がか りを与えて くれ るものとなっていることに注目しておきたい。

ひとりの代表的論者を挙げてみると、アマルテイア ・セ ンがその理論経済学的論文を発表 しは

じめてか ら今 日まで書 き続けているほぼ全ての諸論考は、社会階層の異なる人々の市場経済へ

の参入能力の差異 という問題を取 り扱 っている。イギ リスの開明的植民地官僚によって、イン

ドの文明化のために 「魔法の一撃」として土地の私的所有権の設定が実施 されたにも関わ らず、

カース ト制によって多 くの人々が 自らの労働力利用 に関する自由を大き く制限されていたため

に、イギ リスの植民地官僚が期待 していた個々人の経済的意欲の活性化 といった ことが全 く生

起 しなかった とい う歴史を強 く意識 しているイ ンド出身の理論経済学者達の市場経済論 は、市

場経済の発達とい う問題を考えるときには、見落 とすことの許 されない重要な参照基準を与え

て くれるものとな っている。

地 域 研究へ の疎遠 性 を 内在す るデ ィシプ リン

さて、地域研究 と経済学 とのあ りうるべき関係を考える重要な手がか りとして、坪 内良博氏

の 「地域研究への疎遠性を内在するディシプ リン」の代表としての経済学論を検討 しておこう。

以下、まず坪内氏の この議論を引用 してお く。

一般的にいって、地域研究は、社会科学者による地域へのアプローチとして位置づけ

られてきた。社会科学は現代社会への関心と、その分析的な手法によ って、総合的な記

述その ものを内在 している歴史学や地理学 との違いを表明す るともいえ る。社会科学が

地域研究への有力な手段 として積極的に取 り入れ られたのは、これ らの関心 と手法の対

象接近への鋭 さに期待が寄せ られたためであろう。 しか しなが ら、社会科学の成立が欧

米の風土や歴史に根 ざす ことは地域理解にとって、時には不適合を生ず ることがある。

以下、この問題 にっいて述べよう。

社会科学の中で最 も鋭い分析方法 と分析視角 を発達 させてきたのは経済学である。特

に近代経済学は経済活動に関す るモデル構築に成功 し、人間の経済行動を方程式を通 じ

て理解することに道を開いた。人間の諸活動の中から経済活動だけを抜 き出し、経済的

合理性に基づ く行動 と市場原理 とを前提に、理論的構築 と現実分析を行お うとす るので

ある。経済学 は人間の行動 に経済行動以外の側面が存在することを決 して忘れは しない
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し、可能な らば、それを理論枠組みの中に取 り入れよ うとするが、 これ らは変数と して

は結局残余のカテゴ リー として扱われる場合が多い。このよ うな普遍主義的な志向が顕

著なために、経済学的な手法は時には地域を扱いなが らも、それを材料 と見なすにとど

まり、結局 は地域自体の理解から遊離す る可能性を含んでいる。

経済学の普遍性への志向は、少な くとも部分的には 「近代化」の概念の取扱方に関係

している。非合理的な要因によって行動が規制されていた前近代か ら開放された近代的

人間の行為様式が経済学のイメージに合致するのである。未開入の思惟方法(あ えてこ

の語をここで使用す るな らば)は 、経済学的思考法の域外にある。 「地域」と 「未開」

とは異なる概念であるが、近代化 にともなう行動の イメージを、 「近代」の発祥地の

ヨー ロッパに求めるならば、 「地域」 もまた 「近代」にとって は異質のカテゴ リーとな

り得 る。r近 代化」が地球規模で進行 してい くという見方に立 って、 「地域」の持っ特

殊性が希薄化 していくという考え方が支配的であった時期 もあ る。 というよりは、 この

考え方 はかなり多 くの経済学者にとっては、現在も支配的であ る。 ヨー ロッパ的合理主

義の精神が、全地球を支配するようになるのか、あるいはその中か らさらに純粋に人類

規模の普遍原理が抽出されてコミュニケーションの基礎になるのかは今後の課題である。

地域の独 自の位置づけが、後者において行われるのかどうか も残 された課題であろ う。

経済学を学ぶ筆者 は、市場経済の発達 という流れはどの 「地域」において も、共通 して見 ら

れる現象であると考えているので、この意味でやはり 「普遍性への志向」を捨て さることはで

きないようである。 しか し、必ず しも 「人間の諸経済活動の中か ら経済活動だけを抜き出 し、

経済的合理性 と市場原理 とを前提」として、経済の観察や分析を行 うと しているわけではない

のである。坪内氏が イメージしている通 りの経済学研究者が我が国だけでな く、諸外国に も多

数存在 していることは間違いないが、ここで是非 とも強調 してお くべき経済学内部での問題は、

「経済合理性 と市場原理」の存在を自明の前提 とす るのはアメ リカという知的風土の下で、育

まれてきた新古典学派の経済理論の場合だけであるという事実である。そ して既に述べたよ う

に、経済学の市場理論と しては、 このアメ リカ起源の新古典学派の理論だけが存在 しているわ

けではないことに も注意 してお く必要がある。特にここで筆者 として は、個人の活動のそれな

りの経済合理性 は仮定 として前提 としなが らも、それ ら合理的個人が直面 して いる市場とい う

経済制度その ものは決 して自明の ものとして存在 しているわけではないという事実に注目をは

らってい る反(新)古 典派(原 洋之介r東 南アジア諸 国の経済発展』)、 ない しポス ト・ワル
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ラス学派(Stiglitz,前 掲論文)の 市場経済論が存在 していることを強調 しておきたいのである。

この反(新)古 典派、ない しポス ト・ワルラス学派の市場経済論 とは、端 的に表現 して、経済

主体の完全合理性を仮定 している新古典派とは違 って、経済主体は合理的であろうとするが、

その能力には限界があるとする認識を基本 として、それぞれの社会の持っ組織慣習やそれを支

える制度の体系に注目 しようとする 「比較経済制度分析」(青 木昌彦 「経済 システム研究に新

風吹 き込む比較制度分析」r私 の資本主義論』)を 構築 しよ うとしている経済理論なのである。

このような経済理論的視野 に立 っとき、 「経済学の外」の変数 は、決 して 「残余」のカテゴ

リーとはいえないのであ る。 こういう経済理論に対 しては、坪内氏の批判はそれほど有効な も

のとはいえないのではなかろうか。いずれにせよ、以下にその内容をやや立 ち入 って紹介 して

い くように、こうい う反(新)古 典学派の経済理論の視野の下で はじめて、市場経済の発展や

展開に見 られる地域性 といったことを正面 きって論 じてみることが可能 となって くるはずであ

る。

ダ グ ラス ・ノー スの制 度論 的経 済史

ここで、筆者が考えている制度変化理論と しての市場経済論とはいかなるものであるかを示

すために も、アメ リカ起源の新古典派流の経済理論に依存 しなが らもその限界を鋭 く認識 して、

経済史の解明に取 り組んで きたことで、最近 ノーベル経済学賞を授賞 したダグラス ・ノースの

制度論的経済史を少 しみてお くことにする。

ノースは、その主著r文 明の経済史:財 産権 ・国家 ・イデオロギー』の中で経済史の研究に

おいては、今 まで経済学の中でほとんど無視 されていた構造の変化を説明 しうる経済学の理論

を構築 してい くことが今最 も必要 とされている、 と主張 している。経済学 において も、会計学

的パフォーマンスよりは構造をその研究対象にすべ きである、という主張である。 ノースの こ

の主張が、以前にギアツによって人類学の側か ら行われた主張に非常 に似通 っていることは明

らかである。

構造の中で もその方法が最 も明瞭に表されている経済制度の変化の理論 に焦点をあてて、

ノースの方法を見てみよう。経済史 における市場経済の制度的成立 といった事態を論 じようと

す る以上、 「せ り人」のいるワルラス型の競争市場を前提 とす るわけにはいかない。そ うする

と、双方有利化を求めて誰か と財の交換関係に入るに際 しては、 まず 自らが過剰 に持っ財を欲

している人間がどこにいるかを、探 り出す必要が生 じることになる。交換においては、交換そ

の ものを成立させ るために費用がかかることになる。 この費用、つまり 「取引費用」をで きる
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限り削減す るよ うに、新 しい経済制度が形成 されたり、また旧い経済制度の変更 ・革新が行わ

れる、 とするのが ノースの経済制度の変化に関す る理論仮説なのである。

いうまで もな く、この理論仮説は、現在学界で 「古典」 とまで評価 されるに至 っている論文

『社会費用の問題』で 「取引費用」という概念に注目した ことで、最近 これまたノーベル経済

学賞を受 けた ドナル ド・コーズの理論業績を知的前提 としたものである。その欲求に比べて欲

求充足に使いうる資源が希少な中で、合理的な個人は双方有利化を実現 させ うる交換のネ ット

ワークに入るために、まず第一次的取引費用を削減するべ く 「社会」を形成す る。その典型が

希少な資源に対す る排他的所有権の設定 という制度化である。そ して、さ らなる双方有利化を

求めて第二次的取引費用を削減するべ く、 「社会」の中に何 らかの特定目的を持った 「経済組

織」を創 出す る。 この典型は、雇用者 と被雇用者 との問での長期雇用契約 で特徴づ けられる

「企業」の形成である。

ダグラス ・ノースが第一次的取引費用を削減 して、社会を形成する際に重要視 したのは、諸

経済資源への私的所有権の設定であった。その際 ノースは、 このような私的所有権の設定を行

うのはまさに国家、ない し公権力であることを強調 している。合理的な諸個人 はこういう経済

資源の私的所有権の必要を認識 し、社会の中で協議 して、そ ういう所有権の公認を形成させよ

うとするであろうが、それを他人が認め、かつ 自らの私的所有権を確実に尊重 して くれる保証

を広い範囲に渡 って取 りつけることは、決 して容易な作業ではないことは明 らかであろう。そ

こで、どうしても経済史の展開においては、公権力の存在 とその力の行使が必要不可欠となっ

て くるのである。 この点でノースの議論は経済発展に際 しては、その最 も基礎のところで公権

力の存在が強い関わ りを持つ ことになって くることを明 らかにして くれている。

ノースの構造変化論は、その理論の骨格 は最 も正統的な経済理論その ものである。 しか し、'

ここで注 目しておきたい点 は、彼がその構造 という概念の中にその社会に住む人々のイデオロ

ギーのあ り様 といった形式論理 にはうまくはまりきらない要素まで含めているという事実であ

る。 ノースは制度の変化、ない し形成に際 して、発生 しがちな 「フ リー ・ライダー」問題を克

服す るものとしてイデオロギーの力を積極的に認めている。経済制度とい うものは、ひとたび

誰かが費用 を投 じて作 り上 げると、他の ものはほとんど費用をかけずにそれを利用 しうるとい

う 「公共財」的性格を持っことが多い。 この場合、 自己のその制度利用か らの便益を正直に顕

示 しないで、その形成のための費用分担を避けよ うとすることは、合理的個人の当然の行動様

式である。新 しい制度への潜在的な需要はあるが、供給が実現 しないことになるわけである。

「個人の合理性」か らは当然の結果である 「フ リー ・ライダー」の出現を避けるためには、便
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益を受ける諸個人を 「一味同心」と して結束させうる観念 としてのイデオ ロギーという経済学

者が想定する 「個人の合理性」とは、異質の レベルに位置 している要素の導入が必要 となって

くる、というのがノースの見解である。公権力の介入やイデオロギーの重要性をこのよ うに強

く認識するノースの見解は、正統的経済学者の一種の自己反省の言となって いるといえる。そ

して、彼が経済制度の供給を考える中でイデオロギーの重要性に言及するのに際 して、ギアツ

の論文集r文 化の解釈学』を引用 していることは、たいそう暗示的である。

不 完全情 報 の市場 経済 論

ダグラス ・ノースの以上のような経済史の理論 としての経済制度変化論が立論の基礎にすえ

ていたのは、 ドナル ド・コーズが学界に導入 した 「取引費用」の存在という事態であ った。 こ

の取引費用とい う問題をより鋭角的に捉え、そのひとつの本質を経済主体が手中に しうる情報

が不完全にならざるをえないという事態に求めて、市場経済を読みとく新たなパラダイムを構

想 し続けているのが、 ジョセブ ・スティグリッツである。スティグリッツの諸作品は、アメ リ

カに多数いる新古典学派の経済学者を知的に説得するためであろう、最先端の数理経済学的手

法を駆使 して書かれているが、その結果として我々の前に提出されて くる市場認識のパ ラダイ

ムは、間違いな く反(新)古 典学派、ない し反 ワルラス学派の認識その ものである。

スティグリッツはその理論展開の前提に、農民 も含めて個人、ない し家計 という経済主体の

合理的行動を設定 している。 この点では、通常の新古典派と全 く同様である。 しか し、 こうい

う合理的経済主体が直面 しており、その機会を利用 しようとしている市場が決 して完全な もの

ではない点 に注 目しているのである。新古典派理論における市場の完全性を保証する最重要の

理論的前提がワルラス流のせ り人の存在であ ったが、このせ り人 自体の存在は個人の合理性だ

けか らは導 き出しえない。せ り人を舞台から追放 して しまうと、経済取引に際 しては価格以外

に も種 々の情報が必要 となって くるが、ある経済主体が他人の保有す る情報を収集す るには、

多大の費用が必要 となって くる。 したがって、個人の合理性だけか らは、そ う簡単には市場の

完全性を導 き出 しえないことになる。 これがスティグ リッツの理論的見解である。新古典派理

論家が暗黙の形で いっの間にか主張 していることが多 い 「個人の合理性が直ちに市場の効率性

を含意 している rationality implies efficiency と い う命 題 」 は 、 決 して 自明のことではないの

で はなかろうか。

　経済取引に参加するある主体が収集する必要が出て くるこのような個人的情報は、大 きく二

っのタイプに分類できる。ひとつは、消費者の嗜好、商品の品質、労働者の能力等の情報であ
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り、 こ れ は 「隠 さ れ た 知 識 」 hidden knowledge とで も表現 しうるものである。

労働者の勤勉度等経済行動 に関わ る情報であり 「隠された行動」 hidden action

も う ひ と っ は 、

とで も呼べ る

ものである。取引者が前者のタイプの情報を不完全にしか収集 しえな いときには、逆淘汰

verse selection と呼ばれる不効率な帰結が生 じうるし、

合には道徳的危険 moral hazard

ad-

また後者のタイプの情報が不完全な場

と呼ばれるこれまた不効率な帰結が生 じて しまう可能性が大

きい。 したがって、 このような状況下で経済取引がスムーズに展開す るためには、そこでの取

引様式が各個人が自らが保有するこれ らの情報を正 しく顕在化させ うるようなイ ンセンテ ィブ

を与え るものであるか否かが決定的に重要 となって くるわけである。

　個人 は合理的であるが、彼 らが直面 して いる市場は、決 して完全で はないというこのような

状況下での個人間の 自由な経済取引が、果 してど ういう帰結 を生み うるかを論理的にっめてい

く理論的思考の結果と して、次のような重大な命題が出て くることになる。情報収集に費用が

かかり、その結果 として取引に必要な情報を各個人が不完全に しか保有 しえないときには、自

由な取引はパ レー ト効率的な状態を達成す ることがで きない。つまり、取引者のある部分を害

することなく、他を有利に しうる工夫が常に可能 となる状態 しか帰結 されえない。そのため、

税や補助金等の政策手段を用いて、公的部門が取引に介入することが望ましくなる可能性が常

に残されることにな る。換言すれば、現実の市場取引には公的部門介入の潜在的必要性が常 に

つきまとうことになるわけである。新古典派理論が想定 しているよ うに、公的部門の介入 さえ

なければ、 自由な市場取引がパ レー ト効率的な状態を達成 しうるとはいえないことになる。情

報収集に費用がかかるために市場が常に完全であるとは限 らないとす る認識 は、このように市

場の完全性を前提とす る新古典派理論 とは、一見すると微妙だがその実かなり重大な差異のあ

る結論 に我 々を導いて くれるのである。

　紙幅の制約 もあるので ここではこれ以上 に不完全情報下での経済メカニズムを論 じた理論の

紹介を行いえない。議論の進展上、この種の経済理論的立場に立 ってみることが以下のような

重要な含意を持 って くることは強調 してお く必要がある。

　第1の 含意は、現実の経済の分析に際 して、新古典派正統派が採用 している 「国家」　 (ない

し政府)対 「市場」 という二分法が不十分にな って くるのではないか という論点である。新古

典派正統派のこの二分法は、また集合体としての 「国家」対 「自己利益で行動す る個人」とい

う分類法で もある。新古典派正統派の経済 システム論 はこの分類を基本にしており、通常 は市

場参加者た る個人 は、 自らの経済活動に必要な情報は充分に保有 していると想定 しているわけ

である。 しか し、政府 にとって も、また個人にとって も、社会内の各個人の手 に私的情報 とし
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て偏在 している有用な情報を収集することが困難であるという現実的な状態にある経済を対象

とす るとき、国家と個人、ない し国家と市場とい う分類だけでは経済分析を充分 に意味あるも

の として行いえないのではなかろ うか。 このような不完全情報下の経済の分析においては国家

と個人、ない し国家 と市場 との中間で、何 らかの社会組織 ・経済組織の存在 とその積極的役割

を認めてい くことが必要とな って こよう。 これ らがまさにノースがいう第二次的取引費用を削

減させるための経済組織にあたることはいうまで もない。

特に重要 となって くるのは、市場への原子的参加者、ない し市場の質点と しての企業という

概念の不充分性という論点である。事前的にはもちろんの こと、事後的に も、被雇用者の潜在

能力や仕事に対す る態度とい った被雇用者自身が私的に保有 している情報を収集することが困

難な状態の下では被雇用者に仕事を しなが らの訓練を受 けたり熱心に働 こうとしたり、 またあ

る程度の期間、その雇用の場 にとどまった りしようとする誘因を与える制度的工夫が決定的に

重要となって くる。技術面か らの要請である程度多数の雇用者を集める必要があるとき、上記

のような誘因 ・インセンティブを提供する制度的工夫 として内部組織 をもった企業組織が形成

されて くることになる。 このような内部組織を持つ企業 は、 もはや決 して市場の質点 としての

企業ではないはずである。 また各企業が必ず しも彼 らの生産す る製品に対する消費者の選好に

関 して完全な情報を所有 しているとはいえない状態の下で は各企業は寡占型の市場構造下での

企業に近い状態に置かれることになる。 このような企業 もまた完全情報下での完全競争型市場

への原子的参加者 としての企業 とはいえないであろう。

スティグ リッツと並んで、不完全情報下での経済取引の形態を研究 してきているアカロフが

強調 している点であるが、 より一般的に不完全情報の世界では、相手に対す る信頼や共感、あ

るいは同 じ価値観や慣習の共有 といった経済理論が通常前提 とする個人の経済的合理性を超え

た要因が存在すること自体が、諸個人間の自発的な経済取引をよりスムーズに展開 させ る可能

性があ りうるのである (Akerlof, An Economic Theorist's Book of Tales) 。 例 え ば 、 雇 用

者が被雇用者の隠 された行為を知 りえない場合、雇用契約後被雇用者が熱心に働かないといっ

たモラル ・ハザー ドが生起 しがちであるが、あらか じめ両者間に信頼関係があれば、こうい う

不効率性が発生 しな くなるといったことである。不完全情報の世界では、個人の合理性 を超え

たこれ らの多様な社会的要因が経済効率を高める上で、積極的な役割 ・機能を果た しうること

になる。血縁関係で結ばれた社会圏 とか地域社会、あるいは同 じ学校を卒業 したという意識 と

いった、国家と個人 との中間にある社会関係、ないし組織が経済効率性を引き上げるために積

極的な機能を果た しうる点を認めてい くことが必要となって くるであろう。
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第2の 重要な含意は、不完全情報の世界では経済効率を達成す るために、いわゆる価格以外

の情報 とそれ らを正 しく申告 しようとするイ ンセ ンティブとが決定的に重要になって くること

か ら、新古典派の厚生経済学の基本定理が想定 しているような初期資産の再分配過程と市場競

争による効率的な資源配分の達成過程 とが分離可能であるという前提が崩れさって しまう可能

性が大 きいという論点であ る。厚生経済学の基本定理は、いかなる初期資産の分配状態に対応

しても完全競争型の市場 メカニズムがパ レー トの意味での効率的な資源配分を達成 させ うると

主張 しているが、 この完全競争型市場 とい う想定が市場参加者が個々の経済活動にとって必要

な情報は、すべて保有 しているという仮定をともなっていることは見落 とされるべ きではない。

スティグ リッツが強調 しているように、不完全情報 の世界では市場参加者に、例えば、モラ

ル・ハザー ド的行動を とらせないようにす るとい った効率的に資源利用を行わせるような誘因・

インセ ンティブを与える工夫が決定的に重要とな って くるわけであるが、この ような状態下で

は資産分配過程 と資源配分過程の分離可能性という想定が成立 しな くな って しまうのではなか

ろうか。初期資産の分配状態が各種の経済主体の経済行動へのインセンティブを強 く規定 して

いるときには、初期資産の分配状態が競争による効率的資源配分の達成過程 に無視 しえない影

響を与えることになろ う。例えば、土地所有の強い不平等の存在を前提にするとき、確かに分

益小作制は効率的な制度といえ る。 しか し、農地再分配によって自らの農地を持ちうるように

なったときに農民がより熱心 に働 くことで、その農村全体 としての農業生産が増大するという

可能性は決 して否定 しきれないであろう。

ひとっの実証的事例を挙げてみると、最近藤田幸一がrバ ングラデ シュ農業発展論序説』で

見事に解きあか しているように、南アジア地域の農村においては、土地 という資産ス トックの

不平等な所有構造が、土地用役貸借市場や労働市場が各種の取引費用の存在のために効率的に

組織化 されないとい う事態 と関連 して、結果 として農村内の限 られた資源である土地利用に関

して、大 きな非効率 を生み出 していることは間違いなさそ うである。まさに、資源 ・資産の所

有状態と経済資源 ・資産の利用効率 とが深 く相互に関連 しあっているのである。資産分配過程

と資源配分過程 とが分離可能であるとす る新古典学派厚生経済学の命題が、やはり取引費用、

ない し情報の不完全性の下での諸個人の機会主義的行動の存在のたあに成立 しえないことは明

らかであろ う。

より一般的にいえば、経済 システム全体が効率的 に機能するためには、そのシステムへの参

加者全員に熱心 に働 こうとするインセ ンティブを与えることが必要 となるような状態の下では、

参加者全員が競争への参加資格 ・条件等で公平 に取 り扱われているといった感覚を持つことが
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必要となってくるといえるのではなかろうか。競争への参加条件で公平 ・平等に取 り扱われて

いるという認識自体が、各参加者に熱心に働 こうとする強いイ ンセンテ ィブを与え ることにな

ろう。端的にいって、生 まれによる差別のある社会 とそういうものを持たない社会 とでは、同

じ市場競争が持 ち込 まれて も社会各階層の人間がその競争の中で熱心に経済活動を行お うとす

るイ ンセンティブの面で、大 きな差が出て くることで市場競争の効率性達成度に無視 しえない

差異が発生 して しまう、 と考え られ るのではなかろうか。不完全情報の経済理論の立場に立っ

ことによって、このよ うにその社会の社会階層制のあ り様 と市場経済のパ フォーマ ンスとの関

係といった問題を論 じてみることがそれなりに可能 とな って くるのである。

いずれにせよ、以上紹介 して きたような反(新)古 典学派、ないしポス ト・ワルラス学派の

経済理論が、坪内氏の批判 している新古典学派正統の経済理論 とは、その内容をかなり異にす

るものであることは間違いないところであろ う。

皿.市 場経済発展の地域性

さて、以上のよ うな反(新)古 典学派、ない しポス ト・ワルラス学派の市場経済理論を基本

的には知的な前提 としたときに、通常の新古典学派とはどのように違 った市場経済の解読が可

能になるかに関 して、筆者なりの見解を示 しておこう。

市 場 とその発 達

まず 「市場Market」 と呼ばれている経済制度に関 して、筆者が最 も妥 当と判断 して いる定

義を説明 してお く必要があ る。それは、ベ ンガル生まれのゆえか、インド社会の持っ個性を強

く意識 しなが ら、他の経済学者に対する理論的説得の目的で先に紹介 したスティグ リッツと同

様に最先端の数理経済学的手法を駆使 して、市場 といわれるひとっの経済制度が発揮 しうる機

能 と同時に、その限界を も明 らかに し続 けて いるパーサ ・ダスグプタ(P.Dasgupta)の 最新

著r豊 か さと貧 しさに関する一考察』で示された次の定義である。経済的利益に関心を持っ諸

個人が、それぞれ、自らの選択 しようとする経済活動 に関 して、相互に自発的に接触 ・交渉 し、

その結果 として、契約を結 び、かっその契約を実施 してい くような制度」 という定義である。

経済理論を読んだことのある者な ら、この定義が通常の新古典学派の ミクロ経済理論のテキス

トの定義よりは、ゲーム理論の応用 としての 「核 コア」の議論に近いことに気づ くであろう。

標準的な 「核の理論」においては、諸経済主体が他人との接触 ・交渉に入 る以前に交渉相手
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に関 して、 どういう種類の情報をどの程度保持 しているか とい ったことが、やや機械的な形で、

その数理経済学的、ないしゲーム論的議論の展開の前提 とされるにとどまづていることが多い。

これに比べて この定義は、 ダスグプタ自身が認めているよ うに、諸経済主体が明示的な形では

ないに しろ、潜在的取引相手との交渉 ・契約のいわば前提と して形成させている社会関係、な

い し 「非経済的」関係 といえる慣習等が各個人間での自発的 な交渉 ・契約 とい う取引関係

transactions 果た しうる重要な役割を正面 きって論 じる可能性を開いて く

れているのである。故村上泰亮氏の概念を援用 していえば、　「二人の人間が 自発的に

り共に何 らかの利益を受けることを期待 して

換 Exchange) の制度 こそが、まさに

いった 目的 に直接的に役立つ手段的

「経済的交換

質的

Economic Exchanged

instrinsic

cial Exchange]

ない し

つ ま

両 方向的な相互作用に参加する」という 「交

「市場制度」

instrumental

と 、

consummatory

の基本であり、

ないし

かっ 「自らの個人的消費 と

extrinsic 情 報 ・財j が交換 され る

「それ 自身を持っ ことが値打 を持つ という意味で本

情 報 、 ない し価値観」が交換 される 「社会的交換

とを有意味に関連づけて論 じることが可能とな って くるわけである。

So-

いずれ

にせよ、このように市場経済を定義す ることで、多数の経済主体間の調整のメカニズムである

　「ネ ッ トワーク」として市場経済を理解す ることがで きるようになって くるはずである(村 上,

前掲書)。

　 以上のように市場といわれるひとっの経済制度を定義 してみるとき、市場の未発達といわれ

る事態は、ほぼ以下のような状態を意味す ることになろう。

　 まず、あ る財の交換 ・取引に関 して、その財の所有権の設定があいまいであるといった こと

'で交渉を成立させること自体が不可能 とな
って しまうという 「市場が未成立の状態」がその極

端な事例である。 また、財の所有権はそれなりに確定 していて も、潜在的に交渉 ・契約の可能

性を持 っている諸個人が相互に相手をよ く知 らないたあに交渉が 「部分的」に しか成立 しない

状態 もありうる。更に、所有権は確定 しているが、一方の当事者があまりに強大であるために、

交渉 ・契約 ・取引か らの利益が一方の側 に偏 して しまうよ うな状態 も考え られよう。

　 ところで、経済発展 と通常呼ばれている経済社会の長期的、ない し時間をかけた歴史的変化

の過程 とは、その基本 において、以上に述べたような未発達な市場 という経済制度が 「いつ も

住んでいるところでは得 られない経済的利益を手 にすることがで きる(と いう誘因によって)

複数の集団が出会うことで形成 され」、かっ 「そこでの人々の行動様式 は移動性 と投機性とに

よって特徴づけられる」社会空間である 「フロンテ ィア空間」(田 中耕司 「フロンティア社会

の変容」　 r地域研究と 「発展」の論理』)の 拡散 によって、よ り多 くの多様な離散 した小世界
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が取引のネ ットワークに入るという形で空間的に、 また諸個人間での信用の発生とそれによる

利子支払いの発達といったことを契機として、現在 と将来 とが 「普遍時間」 「直線的時間」に

よって結びつけられ るとい う形で、時間的に も(土 屋健治 「直線的時間と循環的時間jr地 域

研究 と 「発展」の論理』)、 拡大 し発展 してい く過程であると捉えることがで きよう。そ して、

本講では簡単にそ して後の 「商人経済論」でやや立ち入 って考察を加えるよ うに、市場のこの

発達を担 う中心の主体が商人層であることを ここで指摘 しておきたい。

東南 アジ ア経済 史

ここで、ひとっ重要な論理的可能性を論 じてお く必要がある。それは、東南アジア地域の諸

社会が意外 に以上定義 した意味での 「市場」に適合的な、ないし順応的な社会であるのではな

いかという仮説的命題である。坪内良博 ・立本成文氏等の東南アジア社会論 は、東南ア ジア社

会の地域性 とで もいえるものが対人主義、ない し二者関係の連鎖 としての圏 として析出で きる

のではないかという事実を強調 している(立 本成文r東 南アジアの組織原理』坪内良博 「圏:

伸縮する社会単位 」r地 域研究のフロンティア』)。 これ らの社会学的議論 は、東南アジア社

会の地域性が 「小人口世界」(坪 内良博 「地域性の形成論理 」r総 合的地域研究』創刊準備

号)、ないし 「非農業的要素を多 く含んでいる」(坪 内良博 「農村の変化 と無変化」r地 域研究

と 「発展」の論理』)「フロンティア空間」という特質で語 られるのではないかという議論を前

提としているものであるが、そこでの対人関係が形成 される方法が日本人の 「間人主義」的視

点 か ら見ると、いかにももろ くうっろいやすい ものではあるに しろ、それが暗黙的ではあれ

「自発的な交渉 ・契約 ・取引」といった もの に大層近い ものであることは間違 いなかろう。

以上のような仮説を念頭においた上で、東南アジア経済史に関する筆者のイメージを紹介 し

てお く必要があろう。筆者は前近代以降今日までのこの地域の経済史において、各種の商人の

活動が展開の主役であった というほぼ間違いない事実に着目 したいのである。

商人 とは差異のある生態系条件を持つ多数の小世界の存在を前提 として、その差異を徹底的

に利用 ・活用 して 自らの経済的利益をあげようとする 「脱生態派」(高 谷好一 「人類の過去 ・

現在 ・未来」r地 域研究 と 「発展」の論理』)の 存在である。独 自の生態条件を持っ小世界は、

潜在的には、 自らが生産 しうる財を他の生態系下の小世界の財と交換す ることで経済的利益を

得 ることが可能な状態にいる。商人 はこのような離散 した小世界における多様な物産の存在や

それ らの需要に関す る情報収集を自らの費用 とリスクによって行い、安い所でそれを買い離れ

た別の小世界 ・都市 に運 び高 い価格で売 りさば くことで自らの経済的利得を獲得 しようとする
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が、こういう商人が自由に活動 してきた空間こそが、まさに 「フロンティア空間」である。こ

ういう商人の自由な活動によって、その結果 として、意図せずに拡大 した市場取引が 自成的に

形成 されて くることになる。 この意味で、商人こそが市場取引の組織者であると考えてお くべ

きであろう。商人達 はこういう取引の拡大の中で同 じ商人仲間内で、財の取引ルールや信用取

引制度を自らの工夫で作 り上げ、それ らがより近代になるにっれて、結果 として卸売市場や銀

行とい う市場経済制度 ・組織 とな って くるものである。

山地の民であれ平原の民であれ、以上の ような商人によってその間が結びつけられて くる小

世界に住む人々は、その地の生態系への適応をその生業としている 「生態適応派」の存在であ

る。その地の生態系のあ り様が異なるのに対応 して、生業の形態やそ こでの経済 ・社会組織 も

大きな差異を示す ことにはなるが、これらの民は生態系の差異を前提と して動 きまわる商人に

対比させてみるとき、その行動原理が全 く異質の人 々であるといってよいであろう。ギアツの

有名な 「農業 インヴォリューション」論やそれを踏 まえた福井捷朗氏の農業集約化論(福 井捷

朗 「農業イ ンヴォ リューションをめ ぐって」r地 域研究と 「発展」の論理』)は 、まさにこの生

態系への適応のあり様を解 きあか した議論の典型例である。 もちろん人口増加等の原因で、 こ

れ らの民 もかなり移動することは事実であるが、それは基本的には以前 と同 じ生態系を利用 し

ようとする移動である。東北 タイ農民のパー ・ナー ・ディーはこの種の移動の典型例であろう。

東南 アジア地域 に前近代か ら存在 していたこれ らの民 と商人との間の経済 システムは、バ

ザール型商人 と生態系の民との連結型取引ネッ トワークとで も名づけうるよ うな ものであ った。

地域が近 ・現代の局面にはいる中で、世界の中心となったヨーロッパ等か ら、 この取引ネッ ト

ワークの上 に資本家型経済が導入されて くることになる。 プランテーションであれ、多国籍企

業であれ、これ ら企業型経済の担い手 は通常産業資本家と呼ばれている経済主体であり、彼等

はその経営の大規模化 ・効率化のために近代合理主義的設計思想 と近代科学技術 とへの依存を

強めた存在である。い く人かの論者は、 「商業資本 と産業資本」、ない し 「前期資本主義 と産

業資本主義」 といったダイコ トミーで産業資本家の活動をそれ以前の商人の活動 とは全 く性格

を異にする もの と捉えている。例えば、古川久雄氏がその刺激的作品 「近代化の功罪」(『 地

域研究 と 「発展」の論理』)で 近代化 と経済発展 との内包す る問題点を探 りだそうとされてい

るときに、 このよ うなダイコ トミーを間違いないものとして採用されている し、また高谷好一

氏の 「人類の過去 ・現在 ・未来」も全 く同様のダイコ トミーをふまえた作品 とな っている。 し

か し、 これ ら 「近代」になって形成されて きた産業資本家が基本的には、利潤率の 「空間的差

異」を新技術導入による 「時間的差異」へと変換 させただけで(岩 井克人 「遅れて きたマルク
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ス」rベ ニスの商人の資本論』)、 前近代社会にもた くさん活動 していた商人層を出自とす る

階層であることを見落 としてはならないであろう。これ ら企業型経済 は、各地域の持 っ個性的

な条件を世界経済内での有用度 という単一の基準に もとついて、徹底的に利用 しは じめること

になる。デルタや低湿地の上 に形成されたプランテー ション経済は、まさに個性ある生態系の

世界経済内有用性に基づ く徹底的利用の代表であるが、現在の低賃金労働の利用を求めての多

国籍企業の活動 もその行動原理は全 く同質である。

重 層構 成 を持 った市場 取 引の ネ ッ トワー ク と商人 の複 合性

特に1970年 代以降今 日まで、国民経済が外との結びつきを進化させ る形で成長 してい く中で、

アジア諸国では重層構成を持 った市場取引のネ ットワークが形成されている。その最上層 には、

エ レク トロニクス技術の作 り出 したグローバル ・ネ ットワークに支え られて 「世界資本主義」

に リァル ・タイムで包み込 まれた東ア ジアNIEsや アセアンの脱国籍化 した大企業 ・銀行が

繰 り広げる国境にとらわれないモ ノ ・カネの取引ネ ットワークが見 られている。他方最下層に

は未だ農民や商人による狭い小世界内で、ほぼ完結 しているような経済取引ネッ トワークが存

在 し続けている。そ して、この両層の中間では、ほぼ国内市場を外枠 とす る中小規模の企業 ・

商人によって担われている取引ネッ トワークが見 られている。 この3層 の取引ネ ットワークは、

例えば、大企業による地方の若者の雇用拡大や農民の大都市銀行への預金 といったことを通 じ

て、人材の配分や資金の流れの点で相互依存関係を深めつつあるが、全体的には、最上層の取

引ネ ットワークの持っ磁力が強 く、中 ・下層の取引ネ ッ トワークもこの強 い磁力によって変質

させ られなが ら新 しい形での階層分化 も見られは じめているといえそうである。国民経済の発

展とは、 この3層 の取引ネ ッ トワーク間の相互依存関係の深化によって、引き起 こされて いる

財 ・労働 ・資本の配分機構の変質によって実現 されて いくもの といえ る。

筆者が現在アジア諸国の経済発展を捉えるに際 しての分析の枠組み としている以上の如 き

「重層構成を持 った市場取引のネ ットワーク」 という現象をより鋭角的に明らかにす るたあに、

ここでその記念碑的大著r物 質文明 ・経済 ・資本主義』の中でブローデルが提案 している市場

経済の 「3階 建て」図式を取 り入れて、少 し筆者流の解釈を加えてみることにす る。建物の土

台とされる 「物質生活」とい う最下層、これ ら多様な 「物質生活」を相互 に結 びっける 「市場

経済」、またこれ ら 「市場経済」全てを束ねて世界を駆けまわる 「資本主義」、以上が ブロー

デルが提出 して くれている 「3階 建て」市場経済の構図である。

まず、 「市場経済」の上 に展開 している 「資本主義」であるが、 この担 い手 は経済的利得 と
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いう動機 ・強迫観念 にだけ導かれて、異質 ・多様な経済圏 ・文化圏の間を駆けめぐる大商人、

ない し遠隔地交易に従事する冒険商人である。彼 らの行動 は本質的に世界的であり、国境 など

にとらわれることはない。さらに、利益の上がる交易であれば、何にで も手を出す という点で

全 く・のジェネラ リス トで もある。まさに 「脱生態派」のチャンピオンといえ る存在である。

これ ら遠隔地貿易に従事する商人に関 しては、テンニースがその古典的名著rゲ マインシャ

フ トとゲゼル シャフ ト』の中で書いている次の文章がその本質を最 も鋭 く描いている。

商人は、同時に典型的な教養人である。すなわち商人は、故郷を持たない流浪者であ

り、他国の慣習や芸術を知ってはいるが、一定の土地の慣習や芸術に対 しては愛や敬度

の念を持たない。彼 らは、諸々の国の言葉を語ることができる し、多弁で二枚舌を使い、

如才がなくて融通が利 くが、 しか し、どこにいて も決 して自己の目標を見失 うことのな

い人 々である。彼 らは、敏捷に身軽にあちこちに動 きまわり、性格や考え方(信 仰また

は意見)を 衣服のように変え、場所の限界を越えて、あれやこれやの品物を運搬す る。

彼 らは、いわば混合人であり平均人であ って、新 しいもので も古い もので もすべて 自分

の利益のために役立てるような人々である。 〔そ して、〕このようなわけで商人 は、土地

に執着す る農民 はもとより、手工業に携わる手堅い町人とも決定的に対立する。農民や

町人は、商人に比べ ると世間が狭 く未熟であ り教養がない。 〔中略〕商工業というもの

は、あ らゆる本来的 ・固定的な土着文化にとっては、縁のない嫌われやすい現象である。

ここでブローデルが西欧の経済史に関 して、描 き出した 「資本主義」のイメージを現代に適

用 してみるとき、グローバル ・エコノ ミーの進展か ら様 々な形の利益を受ける企業者、技術者、

銀行家、弁護士からなる 「シンボ リック ・アナ リス ト」(ロ バー ト・ライシュrザ ・ワーク ・

オブ ・ネー ションズ』)が この大商人層の現代的再現、ないし現代的発現形態であるといって

間違 いにはならないであろう。 このような現代の潮流の直前まで世界経済を引っ張 っていた産

業化に関 しては、その担 い手がプランテー ション経営者や多国籍 ・脱国籍企業家であり、これ

ら資本家 は休む ことの ない 「前進」的ダイナ ミズムをその本性 としていた(ハ ィルブロナー

r21世 紀の資本主義』)わ けであるが、彼 らもまたプローデルのいう大商人層の現代的存在形

態である。 こういう現代流産業化の担い手の行動があまりに 「普遍的」であるために、彼 らが

立脚 している近代科学技術の発達によって、 「発展途上国」の人間や土地の経済的価値に大 き

な変化が生まれは じめていることは見落 とせない事実であろう。ロボ ッ トによって 「発展途上
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国」の労働力の経済的価値は低下 して しまいそ うだ し、またバイオ技術の進展で土地の経済的

価値 も低下 しそうであ る。

ここで少々横道にそれることを覚悟 した上で、経済学内部の問題を明 らかにす る目的で、 こ

のような担い手によって進め られ る産業化局面の経済の特性を論 じた議論 として、森嶋通夫氏

の以下の文章を引用 してお きたい。

サ ッチャー時代には 「価格機構」を信 じる自由放任派が、近代経済学の中で勢力を持

つようにな った。産業革命後とはいえ、まだ本格的な機械が現れていないアダム ・ス ミ

スの時代には 「価格機構」は有効に機能 した。 しか し、経済に占める機械(し たがって

耐久財)の 比重が大 きくなるにっれ、(ス トック市場 とその用役が取 り引きされ るフ

ロー市場との制度的分離が進み、この両者間で不調和が発生 して しまうという)「 耐久

財のデ ィレンマ」がますます大 きい障害 となるよ うになり、それ と共 にセイの法則は

すっかり現実離れ して しまった。 こう して現実の経済は 「価格機構」が完全には働かな

い経済に転化 したのである。現実の経済が、す っかりス ミスのパラダイムの圏外に移動

し去 ったのは、産業革命、およびそれ以後の技術発展によるのだが、 このことを認識せ

ず 「見えざる手」を信 じたサ ッチャーの経済政策が不成功に終わ ったのは理の当然であ

る。 こうして経済学者 は再びケインズの問題 なぜ価格機構が不完全なのか、価格機

構 にはどういう補強が必要か を考えねばな らな くなった。 この事実は、技術の発展

に応 じて、経済が変化 し、その結果、経済法則 もまた変化することを如実に示 している。

(森 嶋通夫r思 想 としての近代経済学』)

後講で紹介す る予定の産業化論が焦点をあて ることになる固定資本財の拡大とは、 この森嶋

氏の文章が見事に要約 して くれているように、国民経済、そ して世界経済に失業の発生や激 し

い景気変動 という不安定性を持ち込んで くる非常 に重要な要因となって ぐるものなのである。

「セイの法則」を前提 として いる新古典学派の市場経済論は、 この不安定化傾向の発生を無

視 ・軽視 している点で、産業化局面に入 った市場経済分析 として も大層欠点の大 きいものであ

るといわ ざるをえないのである。

次は、ブローデルのいう 「市場経済」という中階の経済生活様式である。それは、農村 をそ

の周辺 とす る地方小都市で開かれる 「市場」を原像とす るような経済様式である。東南アジア

経済史のイメージで語 ると、 ジャワに見 られたサン トリ商人がその担い手 となっているよ うな
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バザール経済であ る。そこで は、あまり広 くない空間的範囲内を動 きまわる小型商人が主役と

なっているし、また取 り引きされ る財 も農産物 に代表される非耐久消費財、 「腐敗財」(森 嶋、

前掲書)を 中心 とした ものである。現代の産業化の中で、デパー トが地方 にも進出し、また工

業製品である耐久消費財が取引の重要部分を占めるようになるにっれて、地方都市の 「市場」

のイメージも大 きく変質 してきていることは事実であるが、ブローデルのい う 「市場経済」的

な経済様式が生 き続けていることも間違いない。 この市場経済の担い手たるバザール商人とは、

「脱生態派」のチャンピオン大商人 と後で述べ る 「物質生活」の世界 に生 きる 「生態適応派」

の民との中間に位置す る存在であり、 ときにはこの両者の仲介者 ・媒介者となるような 「あい

まいな」存在で もある。

ところで、ここで経済理論内部の問題 として決定的に重要な問題を指摘 しておかねばな らな

い。その問題 とは、マルクスであれ、 ワルラスであれ、そのいずれかの系譜に属す る正統派経

済理論の市場経済観 も、このよ うな 「市場経済」のあ り様 を投影 した ものであるとい う事実で

ある。再度森嶋氏の指摘を引用 してお く必要がある。

近代経済学 は次 のよ うに発展 した ことになる。 リカー ドには二人の偉大な後継者が

あ った。それはマルクスとワルラスである。マルクス派からもヒルファディングや ロー

ザ ・ル クセ ンブルグ等のgoodMarxistsが 現れて、経済学 に貢献 したが、 いわ ゆる

「近代経済学学派」が継承 しているのは、ワルラスに始まる学風である。 これ ら二つの

学派 は、100年 以上にわたる対立、緊張関係の結果、かなり違 った ものに変質 したが、

マルクスとワルラスという原始に遡れば、両者 は酷似 しているのである。 この ことは彼

らの市場観を見て もわかる。マルクスは次のように書 いている。

同 じ商品が、種 々の売 り手 によ って提 供される。彼 らいずれ も売 りたいのであ り、

従 ってある売 り手は、他の売 り手 よりも安 く売る。 この競争は、彼 らによって提供 され

る商品の価格を下落 させる。だが買い手達の間にも競争が生ず るのであ って、それは今

度 は、提供 され る商品の価格を騰貴させる。最後に、買い手達 と売 り手達 との間に競争

が生ず る。その競争の結果は、買い手達の隊内の競争が強いか売 り手達の隊内の競争が

強いかに、依存するであろう。

このような市場観は、全 くワルラスの もので もある。それゆえに経済学は長 い間、こ

のよ うな市場観に立 って、競争機構 を分析 してきたのだが、 このよ うな市場観が完全に

正 しいのは 「中近東の市場」 oriental bazaar と近代資本主義の一部の市場に限 られて
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いる。その他の多 くの市場で は、商人や実業家 は、売 りたいか らといって、他の売 り手

より値をせ り下げると限らない。安売 りはその店の信用にかかわるか ら、正当な理由づ

けがで きない限り、彼 らは安易に大安売 りはしない。彼 らは信用が彼 らの最大の資産で

あることを知 っているか ら、企業の死活に関わる場合の他 は、頑なほど定価売 りに固執

す るのである。

アダム ・ス ミス以来、伝統的に経済学 は、人間は私利を追求するものと考え、私利追

求の自由が保証 されている社会を問題 に して きた。企業は利潤の極大を追求 し、個人 は

効用の極大を求め る。そ して、そうい う行動の出合 う場所 として、市場はどの市場 も一

様に、前述のマル クスからの引用が示すように、 「中近東」型だったのである。

以前筆者が指摘 しておいたように、オ リエ ンタル ・バザールでの現実の取引とワルラスの市

場模型とは根本的に異質の ものである(原 洋之介 「バザール」rク リフォー ド・ギアツの経済

学』)。 「透明で操作可能な対象と しての市場経済」というフィクションに立脚 しているワル

ラスの市場経済模型 と、 クリフォー ド・ギアツのバザール経済論がその本質を明 らかに して く

れている 「オ リエンタル ・バザール」に近いブローデルの 「市場経済」との経済制度面での差

異に関 しては、大層大きい ものといわねばな らない。今 ここではこの差異を問わないと しても、

このような 「オ リエ ンタル ・バザール」にしか見られない市場経済観を、マルクスやワルラス

の古典がそう想定 しているか らという理由だけか ら、未だ前提に し続けているマルクス正統派

や新古典派正統派はブローデルのいう 「資本主義」、っまり 「産業化」をその内的メカニズム

の理解を通 して解明 しうる経済理論 とはなっていないと森嶋氏が主張 されて いることを見落 と

すべ きではないであろう。産業化の経済学は、 この意味で も、ポス ト・マル クス=ワ ルラス的

視点に立脚 しなければ構想 されないものであることは間違いなさそうである。

地 域 ・農村 社会 への市 場経 済 の浸透

さらに論を進めて、 ブローデルのいう 「建物の土台」である 「物質生活」への市場経済の浸

透 という問題 に接近 していくことに しよう。

ブローデルは、 この 「物質生活」とい う経済生活様式を次のようなイメージで語 っている。

農村共同体、 自給 自足の生活、顔見知 りの間で行われる物々交換、 「しきた り」や 「無意識的

日常性」の支配、 「市場経済 」のそれに比べれば停止 しているかに感 じられ る緩慢な時間の流

れ。まさにこれは、我々現代人の経済生活様式がそこから分岐 してきた 「母なる生活」 「母な
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る文明」の世界である。

ブローデルが与えて くれるこのイメージは、例えば、高谷好一教授が 「東南 アジア大陸部山

地世界」の 「森 の民」について語 って いるイメー ジと大層似た もの となっている(高 谷好一

r新世界秩序を求めて』)。3階 建ての経済とい う建物の土 台を支えるヒ トビ トとその経済生

活様式が、それぞれの地域の生態系の条件 に生産 ・消費両面 で適応 し続けてきた 「生態適応

派」の民 とその経済活動であるというのが、ブローデルの描 き出して くれている基本的イメー

ジであるといってよいであろう。

このような 「生態適応派」の経済世界 も、外的 ・内的環境条件の変化に対 して、そのあり様

が変化 し、かっ変質 して いくものであることは間違 いない。人口増加 による生態資源 と人 口と

の間のアンバラ ンスの拡大への対応 として、また 「市場経済」の住人た るバザール商人の来訪

と彼 らが もたらして くれ る外部世界に関する変化す る経済情報の流入 に対応 して、生態系の民

も適応 ・反応 してきた ことは間違いのない歴史的事実であろ う。そ して、そ うい う対応 ・反応

にも、それぞれの社会の個性を反映 した多様な形態が見 られることにも注 目してお きたい。開

拓空間に住む生態系の民 においては、環境適応型の技術変化をともな うフロンティア型ネ ット

ワークの空間的拡大 といった適応の形態が見 られることが多そうであるが、 この適応パター ン

と対比 してみると、人口稠密なやや閉ざされた空間においては、環境形成型の技術変化を取 り

込んだインボ リューション型適応が見 られがちになることが多い。 こういう小世界別の適応 ・

反応パターンに関 しては、 「社会文化生態力学」(立 本成文 「地域研究の世界観」r地 域研究

の手法』)と い った認識論を取 り入れて、その差異、ない し多様性を明 らかに してい くことが

必要不可欠 とな って こよう。

ところで、ブローデルのいう 「物質生活」を襲 う経済変化 として、決定的 ともいえるほど重

要な変化は、その生活を支えて きた土地や労働力の利用方法への 「市場経済の浸透」という事

態である。 この点 に関 して、ジョン ・ピックスが 『経済史の理論』の中で書 き記 している大層

興味深い文章を引用 しておこう。

「土地」と 「労働」は、いかなる経済であれ、それがどの様に組織されていようとも、

依存せ ざるをえない基盤であること、また、ある種の食糧生産と非食糧生産はほとんど

どのような経済 にも不可欠であることには、誰 も疑いを抱かない。これらの事柄は市場

経済について も、他のいかなる経済について も妥当する。 しか し、組織の一形態として

の 「市場」は、商人の創造物、あるいは金融業者の創造物であって、農民や手工業者の
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創造物ではない(あ ったとして も、前者 と同じ程度では決 してない)こ とは、.依然と し

て事実である。商品市場 と金融市場は、市場制度が本来あるべ き場である。 したが って、

それが要素市場、すなわち土地市場 と労働市場の形成に進む場合、市場制度は比較的支

配 しに くい領域に浸透 しっっあるか、あるいは、それを 「植民地化」 しっつあ るのであ

る。この領域においては、市場原理は適合 しないか、適合 しうるとして も困難をともな

う。そ こに抗争が生ず ることになる。 この抗争 はきわめて初期の ころか らは じま り、

我々の時代に至るまで(そ の形態は、重要 な変化を受けつっあ るが)続 いている。

ピックスは、 この引用が見事に示 して くれているように、土地や労働力の配分に関 しては

商人が主導 して発達 させてきた市場経済が大きな限界を持つことをはっきりと見抜 いている。

その事態を 「市場 制度が土地 ・労働 という要素市場を植民地化 しっっある」という見事な比喩

で表現 して くれているのであ る。

ところで、 ワルラスの純粋競争 とい う図像を守 り続 ける新古典派正統派は、参入の制限さえ

ない 「自由競争」という形式が与え られていれば、土地 ・労働取引において も、交渉参加者は

自らの経済的利益がある限 りで交渉に参加するはずであると考えることで、 ピックスが ここで

さりげな く指摘 している 「抗争」といった事態の重要性を無視 して しまっている。ポス ト・マ

ル クス=ワ ルラス、ない し反(新)古 典派の立場に立つ ときには じめて、 ピックスのい う 「抗

争」といった事態が市場経済の展開に与える意味が明 らかにな って くるのである。 まさに、森

嶋氏が見抜かれているように、 「労働市場や土地市場 は、人間的 ・社会的な市場であるか ら、

その市場を、羊や牛や奴隷を売 るマルクス ・ワルラス型の 「中近東」型の競 り市 として見るこ

とは完全な誤 りである。倫理的要素や社会的勢力関係を無視 して労働市場を論 じることは間違

いである。」

実は、 日本の経済学の歴史の中で、 ピックスや森嶋両氏が強調 している事実をすでに見抜い

ていた経済学者が いた。それが高田保馬である。 日本の近代経済学の導入者であった中山伊知

郎 が 「経済的数量の相互関係、それ 自体が数学的構造 を持つ」とするヴィジョンに基づ き、

「全ての商品 ・要素に関 してスムーズに機能する市場を設定す る」ワルラス流の一般均衡分析

こそが経済理論の核であると主張 したのに対 しで、高田は勢力説で もって批判 し、マルクス学

派内の日本資本主義論争 と時期を同 じくして、近代経済学内部での純粋経済学対社会勢力説論

争があったのである。戦後の日本の近代経済学 は、中山伊知郎の 「純粋経済学」の世界での形

式的発達を中心に展開 してきたが、高田の勢力経済学 とは 「完成財にっいてはワルラスの流儀
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を認めなが らも、資本 ・労働 ・土地、とりわけ労働については、完備 された市場の存在 に疑問

をはさみ、む しろ完備 されていないところにこれ らの市場の特質を認あようとした」(間 宮陽

介 「日本における近代経済学」 『日本社会科学の思想』)経 済理論であったことを軽視 しては

な らないであろう。高田保馬の経済理論の本当の意義は、反(新)古 典派、ない しポス ト・マ

ルクス=ワ ルラスの視点に立つ ときは じめて、有意味なものとして明 らかになって くるもので

あろう。いずれにせ よ、土地と労働 とい うものは商人主導で形成されて きた市場経済という経

済制度にとっては、その効率的な利用がいささか 「厄介な」ものであることだけは間違いない

事実である。

ピックスは、先に引用 した文章の後に、 ヨー ロッパ諸国の経済史 ・農業史の差異を前提 とし

て 「農民が(土 地に対する)諸 権利を失 う条件や方法が著 しく多様である」 という 「極めて重

要な事実」を強調 している。 ピックスもいうよ うに、生態系の民の社会への市場経済の浸透、

特に土地 ・労働への市場取引の導入 は、地域 ・小世界がその中に取 り込 まれた歴史の差異 に

よって、実 に多様であることは間違いない事実である。そ して、このように多様な方法で形成

された土地所有構造のあ り様がそれぞれの地域 ・小世界での経済生活の展開に強い影響 を与え

ていることも、 これまた充分に予想 され る事実である。

経 済発 展 の地 域性 の き り出 し方

さて筆者がここで強調 しておきたい点 は、普遍性を強 く主張する新古典学派 と労働価値説 と

いうこれまた普遍論理に立脚するマルクス学派双方の経済理論の認識パラダイムの中では、そ

の重要性がほぼ無視 されて しまっている商人が、東南アジア地域の現在に至るまでの経済発展

プロセスで決定的な役割 を果た してきているという事実である。普遍論理の市場経済理論は、

市場参加者の情報保有の完全性を仮定す ることで、ある標準的な形式 さえ整備 されてさえおれ

ば、市場 は常に自律的 自己調整力を持ちうると想定 して しまっているために、現実の市場経済

の具体的担い手として決定的な役割を果た している商人がその認識の対象内に捉え られていな

いのである。後の 「商人経済論」で立 ち入 って議論するように、商人の役割を正面だ って考察

することは、情報の不完全性を前提 とするポス ト・マル クス=ワ ルラス流市場経済論の認識パ

ラダイムの中ではじめて可能 となる し、またそのことによって、普遍論理の市場経済論を相対

化させ うる大きな契機ともな りうるものなのである。そこで、 この新 しい視野か らの商人論の

ポイン トとそれが我々の課題に対 して持ちうる理論的含意に少 しふれてお くことにする。

まず第1は 、商人がアンビバ レントな存在であるとい う事実である。商人は収集 した有用情
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報の独 占的所有によって、取引その ものを独 占化 しようとす る傾向を常に持っ。数少ない同業

者だけが集まり、ギル ド等の排他的仲間組織を作 り上げ、またその仲間組織を権力に公認 させ

ることで、自らが関係す る商業活動への新規参入を阻止 して独 占利潤を獲得 しよ うとす る。 こ

のとき、商人が手中にする経済的利益は、あちこちに散在す る経済情報を収集するという 「社

会的にみて望 ましい」経済行為への対価であるよりは、競争相手を排除す ることで成立する準

レン トとなって しまお う。商人の私的利益追求を経済原則としている限 り、こういう状況が顕

在化 して くることはほぼ避けられない以上、新古典学派の正統派が想定 しているように、 「市

場」にさえまかせておけば、取引参加者全員が常によ り大 きい経済利益を実現 させ うるような

結果が出現 して くるとはいえないはずである。既にふれたように、 ノースがいう第一次的取引

費用削減のための制度変化において も、公権力の介入が必要不可欠であ ったが、公権力の介入

によって、例えば、私的所有権が制度 ・ルールと して確定 した後で も、このよ うに商人の自由

な経済活動への監視 といった点で、公権力の存在はやはり必要不可欠 とな って くるのであ る。

通常 「資本主義」といわれる市場経済の運営に際 しては、野放 しにしてお くと生肉を食い合 う

猛獣のような世界になって しまうので、どうしてもルールを作る必要が出て くるというべ きで

あろう。後の 「公権力論」でやや立 ち入って論 じるよ うに、公権力の介入にはあ る種の 「パ ラ

ドックス」がっきまとうことは軽視 しえないが、市場経済の実際の展開にとって は商人層 と権

力との相互関係 とい った ことが決定的に重要になって くるし、また、その関係が時代 と場所 と

によって多様であることは間違いなか ろう。 「国民国家」の政治権力のあ り様によって、市場

経済の展開がそれな りの個性を示さざるをえないという事実を見据えてお くことが必要 となっ

て くる。

第2の さらに重要 とな って くる論点は、商人の自発的な経済活動だけでは土地 ・労働力 と

いった生産要素の取引 ・配分を うま く行うことができないとい う事実である。 ダグラス ・ノー

スが強調 していたように、 これ ら生産要素の市場経済取引様式を確立 させ るためには、社会構

成員に土地の私的所有権や 自らの持っ労働力の自由な処分 ・使用権を与えることが必要不可欠

となって くるが、実 は不完全情報下ではこういう基本的権利の賦与だけでは不十分なのである。

ジョン ・ピックスがその名著r経 済史の理論』の中で くり返 し強調 しているように、労働力や

土地は工業製品のように、その品質を客観的な尺度で標準化す ることが大層困難であるが ゆえ

に、ある標準的品質の取引対象物を安い場所 ・時に買い貯蔵 して高い所 ・時に売るという商人

の経済活動によっては、その取引や配分を組織化することが大層困難 とな って しまうのである。

商人を担い手とする市場にとっては、労働 と土地 はその取引の効率化がいささか厄介な対象物
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なのである。

こうい う実態のために、労働や土地の取引に関 しては、商人がそこで活動す る社会が持つ非

市場的社会関係 といった ものが、取引参加諸主体 にとっての情報の不完全性を補 うものとして

積極的な役割を果たす ことが多い。この点で、諸個人の経済的自由を保証するという点で形式

的には普遍的といえる市場経済 も、その実際の展開において は、その社会の個性を強 く反映 し

たもの とな って くる可能性が大 きいのであ る。 この点は、既に ジョセブ ・ステ ィグリッツ等の

不完全情報の市場経済論の持っ含意として指摘 しておいた ことで もある。

更に、土地 ・労働の取引が市場にとって、いささか手に負えない領域 に属するものであると

いう事態は、労働力や土地の利用に関 して商人 の論理とは異質のいわば反商人的 とで も表現 し

うる資源配分 ・利用の メカニズムがやはり必要 となってくるという事実を含意 として持 ってい

るはずである。土地の私的所有権の設定によって、他人への売買が可能 となる制度の下で、土

地利用が市場の論理、ない し個人の利己的な意志だけによって決め られて くるときには、地域

社会の持続性のために必要となる 「生態倫理に適 う土地利用」を貫 こうとするのは無理ではな

いかとす る海田能宏氏 の議論(海 田能宏 「貧 しさか ら豊か さへ」r地 域研究 と 「発展」の論

理』)は 、まさにこの 「反商人的」土地利用の必要性を強調 した ものといえよう。後の第5講

「農村経済論」で立 ち入って論 じるように 「小世界」、ないし 「コ ミュニティ」内での協議に

基づ く資源利用様式の確立によって、発展をある程度そういう社会の人々の望む方向へと設計

してい くことも可能 になって こよう。

いずれにせよ、本源的生産要素の取引 ・配分に関する商人の活動の持っ限界 とその含意を押

さえてお くことが、普遍論理の市場経済理論を相対化させ、かっ経済発展の地域性を解明 しつ

っ発展の固有論理を模索 してい く上で、決定的 に重要となって くることは間違いないところで

あろう。
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